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[事実の概要]
本件は弁済期から9年あまり経過した時点での公正証書に基づく強制執行に対して、商事時効を援用できるかが争われた事件である。木材商たるX(原告・被控訴人・上告人)はY(被告・控訴人・被上告人)から金7万8000円を弁済期昭和24年8月29日、利息月5分の約定で借り受け、公正証書を作成した。Xは昭和33年3月7日付けの手紙でYに対して本件借金を元本だけにまけてもらいたい、そうしてくれると同年中に分割払で返済できる旨を申し入れた。昭和34年7月に至ってYは右公正証書に基づいてXの有体動産に対して強制執行した。これに対しXは、右公正証書の無効とともに5年の消滅時効(商法522条)を理由に請求異議の訴え(民訴法旧562条〔現民執法35条参照〕)を提起した。これが本件である。

原審は、公正証書の一部について虚偽の記載があることを認めたが、基本的には有効と判断し、かつ商人は商事債務が5年の消滅時効に服することを知っているものとして、手紙をもって債務を承認したXは反証のない限り時効の完成を知りながら時効の利益を放棄したものと推定することによって、元本および旧利息制限法2条の定める利率年1割を超えない部分についてYの強制執行を認めた。

X上告。いわく、商人たるXが債務を承認したという事実だけに基づいてXが本件債務について時効利益を放棄したと推定するのは経験則に反し違法である,と。

[判旨]
上告棄却。

「案ずるに、債務者は、消滅時効が完成したのちに債務の承認をする場合には、その時効完成の事実を知っているのはむしろ異例で、知らないのが通常であるといえるから、債務者が商人の場合でも、消滅時効完成後に当該債務の承認をした事実から右承認は時効が完成したことを知ってされたものであると推定することは許されないものと解するのが相当である。したがって、右と見解を異にする当裁判所の判例(昭和35年6月23日言渡第一小法廷判決，民集14巻8号1498頁参照)は、これを変更すべきものと認める。」「しかしながら、債務者が,自己の負担する債務について時効が完成したのちに、債権者に対し債務の承認をした以上、時効完成の事実を知らなかったときでも、爾後その債務についてその完成した消滅時効の援用をすることは許されないものと解するのが相当である。けだし、時効の完成後、債務者が債務の承認をすることは、時効による債務消滅の主張と相容れない行為であり、相手方においても債務者はもはや時効の援用をしない趣旨であると考えるであろうから、その後においては債務者に時効の援用を認めないものと解するのが、信義則に照らし、相当であるからである。また、かく解しても、永続した社会秩序の維持を目的とする時効制度の存在理由に反するものでもない。そして、この見地に立てば、前記のように、Xは本件債務について時効が完成したのちこれを承認したというのであるから、もはや右債務について右時効の援用をすることは許されないといわざるをえない。」

